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 本研究は、都市再生を契機として誕生した新たな官民連携による都市計画制度である都
市再生特別地区を対象にして、制度の創設経緯を踏まえて活用実績や運用実態を明らかに
し、問題点及び課題や運用改善策を論じることを目的としている。 
 
本研究は下記の 3点を背景としている。 
第 1に、「都市再生特別地区はどのように活用され、どのような成果をあげたのか」であ
る。都市再生特別地区は、2002年 6月の都市再生特別措置法施行によって創設され、2013
年 3月末で全国 60地区に指定されている。既存の都市計画に基づく規制を全て適用除外と
し、民間事業者が自由に事業計画を立案できるものと説明されたこの制度は、小泉首相が
掲げた規制改革と民間活用という施政方針の第一弾として多くの注目を集めた一方で、既
存の都市計画を破壊するものとして批判を浴びた。しかし、これまで都市再生特別地区の
活用実績や効果を検証した研究は存在しない。 
 第 2に、「なぜ都市再生特別地区は、協議型の運用を行うに至ったのか」である。都市再
生特別地区は、特定街区や総合設計などの事前確定的に運用されている従来の特例制度と
は異なり、自治体と民間事業者の協議によって公共貢献や規制緩和が決定されている。し
かし、なぜ協議型の運用を行うに至ったのかに関しては、都市再生特別地区が緊急経済対
策の一環として創設された点が強調されるあまり明確にされてこなかった。 
 第 3に、「制度の創設目的と運用実態が乖離しているのではないか」である。従来の特例
制度は、公共貢献に応じて規制緩和を行うインセンティブ・ゾーニングとして運用されて
いる。一方、都市再生特別地区は、民間事業者が自由に事業計画を立案できるようにする
ため、公共貢献と規制緩和の関係性の確保は必要としないスポット・ゾーニングとしての
運用が期待された。しかし、一部の自治体ではインセンティブ・ゾーニングとして運用し
ており、制度の創設目的とは異なった運用が行われている。 
 
本研究は上記の背景及び目的を踏まえて全 7章から構成されている。 
 
第 1 章では、本研究の対象である都市再生特別地区に着目した背景・目的を整理し、関
連する既往文献を整理することで本研究の位置づけを新規性・有用性の観点から明確化し
た。 
 
第 2 章では、都市再生がどのように発案され、都市再生特別地区を含む都市再生施策の
構築と展開に至ったのかに関して、都市再生本部をはじめとする関係機関による公表資料
や当時の新聞記事の収集・整理、施策立案に携わった都市再生本部事務局や国土交通省都
市局都市計画課の担当職員と、施策実行に携わった東京都都市計画局都市づくり政策部の
担当職員に対するヒアリング調査を基に分析した。さらに、都市計画・建築規制の特例制
度の変遷過程に関して既往文献を基に整理することで、都市再生特別地区の位置づけを考
 察した。 
その結果、都市再生は経済対策として発案され、選挙対策として実施が決定されたが、
都市再生特別地区等の民間都市開発投資を促進するための施策は小泉首相への政権交代に
よって誕生したことを明らかにした。これらの施策は、早期に効果を実現するために、地
域と時間を限った一国二制度の社会実験として、大幅な規制緩和と金融支援を行う特区制
度として創設されたことを示した。この中でも規制緩和は、無条件に規制を緩和するので
はなく従来の特例制度における課題解決を図るために、民間事業者からの提案による公共
貢献を適用条件とし、既存の都市計画に基づく規制を全て適用除外として、新たに都市計
画を設定する制度として都市再生特別地区が構築されたことを明らかにした。この都市再
生特別地区は、特例制度の変遷において、新たな市街地環境を向上する対価として一般規
制を緩和するという仕組みに位置付けられることを指摘した。 
 
第 3 章では、都市再生施策の活用実績を整理するとともに、統計指標による都市再生緊
急整備地域の市街地特性の変化を把握した。さらに都市再生施策による定量的な効果につ
いて、地価を用いたヘドニック・アプローチによる分析と建設投資額を用いたWith/Without
分析によって検証した。 
都市再生緊急整備地域は、2013年 7月末時点で 62地域 8,037haが指定され、東京圏が
大半を占めている一方で地方圏も約 3 割弱を占めていた。このうち東京都、大阪市、名古
屋市などの大都市圏では全ての統計指標において大幅に増加していたが、地方圏では想定
されていた事業が着工又は竣工に至っておらず、人口や従業者数が大きく減少している地
域が存在することを明らかにした。 
また、東京都 23 区における都市再生緊急整備地域は、地域外と比較して 1.36 倍地価
が高い状況にあり、この価格差には金融支援や地域指定による開発期待といった影響より
も規制緩和による影響が大きいことを明らかにした。一方、全国における都市再生緊急整
備地域では、地域指定後 10 年間で約 7 兆 430 億円の建設投資が行われ、今後は 8 兆
1,974 億円が見込まれる。この地域指定後 10 年間の建設投資のうち約 29％は都市再生施
策が関与しており、都市再生特別地区分は 9,344億円、民間都市再生事業計画分は 1兆 979
億円の事業に関与していた。都市再生施策が活用できなかった場合、地域指定後 10年間の
建設投資は約 5.8%、今後は 15.3％が減少する見込みであり、この減少分のうち約 9割は都
市再生特別地区によるものであった。このことから、都市再生特別地区が民間都市開発投
資に与えた影響は大きいといえることを指摘した。 
  
第 4 章では、都市再生特別地区によって創出された公共貢献と付与された規制緩和の実
態に関して、2013年 3月末時点で都市再生緊急整備地域を有する自治体における状況を明
らかにした。また、指定数が最多である東京都を対象に、民間事業者から提案された公共
貢献と規制緩和を整理し、事前確定型の特例制度との相違点を明らかにした。 
 都市再生特別地区は、2013年 3月末時点で 60地区 131.6haが指定されており、変更や
廃止をふくめると 63件の都市計画決定が行われている。この地区数及び指定面積の約 7割、
都市再生特別地区による割増床面積の約 8 割は東京都と大阪市で占められている。都市再
生特別地区による割増容積率は全国平均で 387%であり、最大は梅田二丁目地区（大阪市）
の 900％であった。また、割増容積率と指定容積率の関係をみると、自治体によって規制緩
和である割増容積率の設定は大きく異なっており、大阪市は東京都よりも指定容積率の水
準にとらわれずに柔軟な割増容積率を設定していることを指摘した。 
東京都における都市再生特別地区の公共貢献をみると、「広場・通路分野、交通分野、都
市機能分野、地域貢献分野、防災分野、環境・景観分野」という 6 つの共通分野と事業特
性を踏まえた独自分野に分類された。このうち地域貢献は、他分野と比較しても整備のみ
ならず運営に関しても様々な提案がなされており、民間事業者の創意工夫による提案を公
共貢献とする都市再生特別地区の特徴を具現化したものであるといえる。一方、公共貢献
の変遷をみると、初期に指定された地区では広場・通路分野といった事前確定型の特例制
度でも評価されていた分野の取り組みが多かった。しかし、指定された地区が増加するに
つれて広場・通路分野の取組割合は低下し、防災分野や環境・景観分野、さらに地域貢献
分野の取り組みが増加しており、施設整備のみならず運営に関しても様々な提案がなされ
るなど民間事業者の創意工夫が活かされていた。こうした多種多様な公共貢献が創出して
いる要因には、「他地区と同様の公共貢献は評価されにくいこと、東京都と民間事業者双方
において提案を創出するノウハウが積み重なってきたこと」が考えられることを指摘した。
近年、公共貢献として増加している地域貢献施設の整備・運営の提案をみると、提案した
時期や地域における課題を解決するために民間事業者の創意工夫を活かした取り組みが展
開されていた。例えば大手町地区 B-1 では、国際金融拠点強化という当時の政策を踏まえ
て国際金融機能の強化に向けた金融教育文化・交流センターや国際医療サービス施設の整
備・運営を提案し、京橋三丁目 1 地区では、中小規模事業所が集積する地区特性を考慮し
て周辺事業所と一体となった地域的な環境対策への取り組みを行う京橋環境ステーション
の整備・運営を提案していた。こうした取り組みは、民間事業者が自ら地域における課題
を発見し、その課題解決の取り組みを外部の専門機関や地域コミュニティ組織などの多様
な関係主体と提携して実現しており、協議型の特例制度である都市再生特別地区の成果と
いえる。 
 
第 5 章では、全国における都市再生特別地区の指定手続きの実態に関して、指定手続き
の要綱・要領等の収集・整理や担当職員に対するヒアリング調査を基に明らかにした。ま
た指定手続きによる運用実態を明らかにするため、活用実績が多い東京都及び大阪市と詳
細資料が収集出来た浜松市を対象に都市計画審議会資料及び議事録等の収集・整理や担当
職員に対するヒアリング調査を基に分析した。これらの運用実態を踏まえて、指定手続き
における問題点及び課題を抽出した。 
 都市再生特別地区の制度検討段階では、提案制度による指定が想定されていたが、大阪
市では民間事業者の提案に要する負担を抑制するため、通常手続きによる指定を行ってい
た。また、提案制度によって指定している自治体でも、自治体が積極的に関与している市
街地再開発事業においては通常手続きによる指定が行われている。その結果、2013年 3月
末時点で全国 63件の都市計画決定が行われているが、うち提案手続きによる指定は 44件、
通常手続きによる指定は 19件であった。 
都市再生特別措置法では、都市計画素案提出後 6 ヶ月以内に都市計画決定の可否を判断
する必要があるため、全ての自治体において素案提出前に事前協議を実施しており、約 1
年間にわたって公共貢献の評価と規制緩和の設定に関する協議が行われていた。この事前
相談は、実質的な提案内容に関する協議の場となっており、当初想定していた都市計画審
議会での協議は行われていない。この事前協議の記録は、多くの自治体において作成され
ておらず、都市計画審議会においても公共貢献の評価結果や規制緩和の設定根拠は十分に
説明されていなかった。また、札幌市を除いた自治体では都市計画審議会に付議する前に
自治体職員から構成される機関によって検討・審査が行われており、あらかじめ提案内容
の検討又は評価を行ったり、都市計画決定等の必要性があるか否かの判断を行っていた。 
東京都、大阪市、浜松市における公共貢献の評価方法を比較すると、東京都や大阪市で
は、事業内容の中から公共貢献となる取り組みに関して定量的・定性的に必要性や効果を
評価していたのに対して、相次ぐ百貨店撤退により中心市街地の拠点性低下に苦慮してい
た浜松市では事業内容の全てが公共貢献として評価されていた。一方、規制緩和の設定根
拠では、東京都は先行者利益を防ぎ優良な都市開発を創出させるため、指定容積率に公共
貢献別の容積率評価結果を積み上げ諸条件を勘案していた。しかし、大阪市は民間事業者
による都市開発を積極的に支援するため、提案された割増容積率が公共貢献に相応しいか
否かを定性的に判断するだけであった。さらに浜松市では、事業内容の全てが公共貢献と
なることから、民間事業者が必要とする容積率がそのまま設定されていた。このように都
市開発圧力の差は、公共貢献の要求水準や規制緩和の価値に影響を与えることで、公共貢
献の評価方法や規制緩和の設定根拠という運用に違いが表れていることを指摘した。 
以上の運用実態から、都市再生特別地区の指定手続きには、「①極めて透明性の低い指定
手続き、②不確実性の高い公共貢献の存在、③困難な公共貢献と規制緩和の関係性保持、
④自治体職員のみの不十分な評価・設定体制、⑤不完全なソフト分野提案の履行担保」と
いう問題点が存在することを指摘した。本研究では、これらの問題点を踏まえた都市再生
特別地区の運用上の課題として「手続きの透明性の確保、評価対象の妥当性確保、規制緩
和の設定根拠の適切性確保、評価・設定体制の構築、公共貢献の履行担保」を挙げた。 
 
第 6 章では、前章までの都市再生特別地区の創設経緯・成果・運用実態と指定手続きに
おける問題点及び課題を踏まえて、都市再生特別地区の運用改善の方向性を提示した。第
一に、都市再生特別地区の運用を公共貢献と規制緩和の関係性の確保に重点を置いたイン
 センティブ・ゾーニングからスポット・ゾーニングに転換することで「公共貢献の妥当性
と規制緩和の許容性の確保を優先すること」、第二に民間事業者から提案された事業が公共
貢献として妥当か否か、規制緩和が許容できるか否かを判断するために「目指すべき市街
地環境を明確化すること」、第三に目指すべき市街地環境の計画管理や公共貢献の妥当性や
規制緩和の許容性の評価を適切に行うことに加えて、指定手続きの透明性を確保するため
にも「多様な関係主体による関与を推進すること」を提示した。 
さらに前述の方向性を踏まえた運用上の改善策として、「①都市再生協議会による方針
策定と定期的な方針変更、②都市計画審議会への手続きの経過報告、③第三者機関による
提案検証の導入、④評価・設定に関する協議の記録・開示、⑤提案実施状況・事業影響の
モニタリング導入、⑥都市計画決定見直し条項の明記」を挙げた。 
 
第 7 章では、結論として第 2 章から第 6 章まで明らかとなった成果をとりまとめて、都
市再生における都市計画・建築規制のあり方として、意欲のある多様な関係主体の参加が
前提条件となるが、運用改善によって誕生する新たな都市再生特別地区は、従来の特例制
度のみならず既存の都市計画・建築規制に代わる存在となる可能性を有していることを論
じた。 
 
 
 
